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1．調査研究事業 

1-1．建築物における保全上の問題・課題調査／担当業務執行理事：佐々木副会長 

1）顧客ニーズを踏まえた施設保全のあり方研究 

 官公庁発注者のニーズ把握を目的として、保全業務マネジメントセミナー参加者を対象

にアンケート調査を行い、238 件のデータを収集した。本データを分析して官公庁発注者の

ニーズを明らかにし、これを踏まえた施設保全のあり方の検討を継続して行った。その結果、

仕様書の作成方法に関する要望が多いことを確認し、次年度は設備管理業務の仕様書作成

の検討に取り組むこととした。 

2）保全業務労務単価の適切な設定の検討 

 毎年 2月に国土交通省が公表する「建築保全業務労務単価」が実状に合った設定となるよ

う、単価決定の根拠となる調査（経済調査会実施）への回答協力を、会員に対して強力に推

進した。具体的には、同調査に回答する意義などを説明するオンライン説明会を 8月 8日、

10 日の 2日間で計 6回開催し、130 名（118 社）の参加を得た。 

 なお、2024 年 2 月に公表された「令和 6 年度建築保全業務労務単価」では令和 6 年度の

労務単価は全国・全職種平均 16,612 円（令和 5年度比＋6.2％）で 12年連続上昇となった。 

3）ビル設備管理技能検定の見直しの検討 

 ビル設備管理技能士の取得メリットを高めるため、国土交通省「建築保全業務積算要領

（令和 10 年版以降）」の技術者区分に同技能士を反映させる働きかけを継続して推進した。

保全技師から保全技術員補まで反映可能性のある資格を整理するとともに、国土交通省に

対して直接アプローチ、また議員連盟を通じた要望活動の一つとして推進した。 

 その結果、国土交通省より「各技術者区分の資格に関する実態の把握に努め、建築保全業

務が適切に実施されるものとなるよう、必要な対応について検討・調整する」との回答を得

た。さらに会員及び地区協会に対し本事業の意義の周知や、協力を仰ぐためのオンライン説

明会を 3月 19日～27 日にかけて 8回実施し、73名（67 社）の参加を得た。 

4）その他 

 国土交通省が策定する「建築分野における BIM の標準ワークフローとその活用方策に関

するガイドライン」において、維持管理・運用 BIM の担い手としてビル管理会社が明記され

たことに鑑み、業界が適切に BIM に対応できるよう調査・研究を行うとともに、業界内外に

対して提言等を行うため「維持管理・運用 BIM-WG」を設置し、活動をスタートした。 

 まずは「保全情報データベースの構築」を進めることとし、これに向けた点検項目の洗い

出しを開始した。また BIM を活用したビルメンテナンスを体験してもらう「建築×BIM×ロ

ボット」デモンストレーションを 5月末に開催し、200 名超の参加を得た。 

 さらに受発注者の双方が正しく保全業務の内容を理解・共有し、もって適切な建物保全の

実現に資することを目的とした「標準的な設備管理業務仕様書」の開発に向けた検討を行う

こととして、準備に着手した。 
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1-2．ビルメンテナンス教育プログラムの設計構築に関する調査研究／中野副会長 

1）ビルメンテナンス教育プログラムの設計に係る調査設計 

 ビルメンテナンス業界の持続可能性（企業経営に積極的に関与する人材の育成を目指す）

に資する「教育体系」を構築し、それを検証するために必要な調査研究及び実現可能な教育

プログラムの全体設計を行うために「教育プログラム設計に係る調査研究 WG」を発足し、

検討を行った。 

 9 月に業界ニーズ調査を実施し、会員企業から経営者教育のニーズがあることが確認でき

たため、2024 年度トライアルセミナー「デジタルメンテナンス」の開催を企画し、年度内

（5月末）に第 1回セミナーを実施した。次年度に第 2回以降を実施する。 

 

2．建築物衛生法関連事業 

2-1．従事者研修の実施／中野副会長 

1）従事者研修等の実施 

 企業講師研修（清掃作業従事者研修指導者講習会）を 39都道府県で実施した。 

2）講師の育成 

 害虫防除業中央協議会に協力し、防除作業従事者研修会指導者（講師）講習会を 10 月 5

日に開催し、講師のスキルアップの一助とした。 

なお、同講習会は、オンライン生配信で実施した。 

 また、貯水槽清掃作業従事者研修指導者（講師）講習会を 6月及び 7月に 6地区本部にて

対面（一部オンライン生配信を併用）で開催し、前年度に改訂した貯水槽清掃作業従事者研

修用テキスト及び新たに作成した研修用パワーポイントを用い、指導ポイントを解説した。 

 さらに清掃作業の企業講師研修及び従事者研修の講師育成について、協会講師育成環境

整備と連携をして電子媒体を活用した協会講師・登録講師講習会を実施し、育成を行った。 

3）教材の充実化 

 昨年度に行った「清掃作業従事者研修指導教本」の改訂に伴い、企業講師研修（清掃作業

従事者研修指導者講習会）の統一化を図るため、地区協会の企業講師研修で使用するパワー

ポイントを作成し、提供した。 

4）地区協会の開催支援 

 登録機関として登録している地区協会に対し、登録更新などの業務支援を行った。また開

催状況の把握に努め、研修の水準確保に努めた。 

 

2-2．監督者講習の実施／中野副会長 

1）清掃作業監督者講習（新規・再）の実施 

 清掃作業監督者講習会の厚生労働大臣登録機関として、毎月（年 12回）、オンラインにて

申請を受け付け、2023 年度（2023 年 6 月～2024 年 5 月まで）は、新規講習 416 名、再講習

324 名、合計 740 名（587 社）の申込みがあった。 
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 審査の結果、2023 年度（2023 年 6月 1日～2024 年 5月 1 日）に発表した合格者（※2022

年度の申込者一部含む）は、新規講習者 448 名、再講習修了者 412 名の計 860 名となり、修

了証書と修了カードを発行した。 

 また昨年度より、受講者の便宜を図るため、申請から合否発表までの期間の短縮、合格者

自身で修了証書を発行できるシステムの整備などの改善を行った。 

2）講習の普及 

 受講者・社数の増加を図るため、マイページ登録者を対象として 12 月と 4月に受講案内

をメール配信するとともに、一部の登録者に電話による案内を実施した。その結果、2名の

申し込みを獲得した。 

 

2-3．建築物における衛生的環境の確保に関する法律改正施行規則の周知協力／村田副会長 

1）建築物における衛生的環境の確保に関する法律改正施行規則の周知協力 

 先に改正された建築物における衛生的環境の確保に関する法律施行規則について、特に

建築物環境衛生管理技術者の兼任等への質問対応を継続して行った。 

 また「国民に衛生的で安全な建築物環境を提供するため、事業者に努力を促し、これに取

り組む事業者が選ばれ、従事者が報われる状況」を目指すため、法制度面でのアプローチに

向けた検討を開始した。 

 

3．普及啓発事業 

3-1．エコチューニングの推進／佐々木副会長 

1）エコチューニング制度の推進 

①技術者資格認定の実施 

 第一種エコチューニング技術者資格講習をオンラインで6～7月に開催し、131名が受講、

120 名を認定した。また第二種エコチューニング技術者資格講習をオンラインで 8～9 月に

開催し、137 名が受講、135 名を認定した。 

②技術者資格更新認定の実施 

 資格の有効期限（5年間）を迎える技術者（2017 年度認定）に対し、資格の更新講習を年

2回実施した。また更新講習のカリキュラムの見直しを行い、必要知識の反復履修のみなら

ず、第一種、第二種それぞれの技術者レベルに合わせた実務的な技術や知識などの講義内容

とした。 

 第一種エコチューニング技術者資格更新講習は、更新対象者 81 名のうち 67 名が受講、

67 名を認定した。第二種エコチューニング技術者資格更新講習は、更新対象者 157 名のう

ち 85名が受講、85名を認定した。 

③技術者資格オンライン講習の利便性向上 

 2021 年度よりオンライン化した講習について、受付並びに受講票や受講者管理を完全オ

ンライン化することにより、受講者の利便性を向上させた。 
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④事業者認定の実施 

 要件となる第一種技術者を有する事業者に対し、事業者認定の案内を強力に行った。また

更新対象となる 72事業者に対しては、電話による案内を実施した。 

 第 1 回事業者認定は 6 月に申請受付を行い、9 月に新規 4 事業者、更新 14 事業者を認定

した。第 2回認定は 12月に申請受付を行い、翌年 3月に新規 21事業者、更新 29事業者を

認定した。これにより、更新対象の 46事業者のうち 43事業者が更新を行った。 

2）制度・技術の向上・改善 

①認定事業者・技術者のスキルアップ 

 毎年、認定事業者に提出を求めている実践報告書について、有益な情報として活用するこ

と、またエコチューニング制度の信頼性向上に資する材料とすべく検討を行い、報告書の内

容や提出方法を変更した。また報告書の結果を認定事業者にスムーズにフィードバックで

きる仕組みを構築した。 

3）制度の普及・啓発 

①エコチューニング事業の認知向上 

 11 月 17 日にビルメンヒューマンフェア＆クリーン EXPO2023 で「設備機器の運用改善『エ

コチューニング』で省エネを実現」と題した講演を行い、79名の参加者を得た。また 11 月

18 日に不動産ソリューションフェア（ビル経営研究所主催、於：東京ビッグサイト）で「エ

ネルギーコスト高騰時代、投資不要のビル省エネ手法と最適な事業者の選び方」と題した講

演を行い、約 20 名の参加を得た。 

②事業者へのビジネス化支援 

 認定事業者・技術者限定で、顧客へのエコチューニングの営業活動を支援する「営業ツー

ル」や「エコチューニング導入事例集」などを引き続き提供した。 

 また認定事業者からの相談を受け、エコチューニング推進グループメンバーを派遣し、事

前のウォークスルーや省エネ診断、契約内容の検討を行い契約締結に結び付けた。その後、

契約成功事例として発表や周知を行った。 

③発注者への制度導入推進 

 環境省が地方自治体を対象に実施する説明会で、エコチューニングが「環境配慮契約法基

本方針に明記されたこと」「エネルギー価格高騰に対策できること」を周知するチラシを配

布した。 

 また、保全業務マネジメントセミナーで環境省の後援、講義を得て、自治体関係者へのエ

コチューニングや環境配慮契約法の普及を行った。 

4）中長期戦略の遂行 

①エコチューニング業務標準仕様書の開発 

 多様な契約体制に対応できることを前提とした「エコチューニング業務標準仕様書」を開

発した。次年度以降、本仕様書を活用した自治体等へのアプローチを行う。 
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②環境配慮契約法・グリーン購入法の戦略的活用 

 環境配慮契約法の見直しのため環境省が設置した「環境配慮契約法建築物専門委員会」に

委員を派遣し、意見開陳を行った。また同法基本方針の「建築物の維持管理に係る契約」に

エコチューニングが記載され、自治体は本契約が努力義務であること等を強力に周知した。 

 

3-2．発注者に対する情報提供及び関係性の強化／佐々木副会長 

1）「なんでも相談窓口」の運営 

 民間ビルオーナーから SPC モニタリング調査の実施や入居ビルの悪臭改善に関する相談、

事業者の紹介依頼、またビルメンテナンス事業者から維持管理契約の条項に関する相談な

ど 10件の問い合わせがあり、それぞれ対応を行い相談者の理解と謝意を得た。 

2）発注者向け情報コンテンツの提供 

 「ベストビルメン」にて発注者ニーズを踏まえた特集コンテンツを公開するとともに、発

注者に特化したメールマガジンを引き続き配信した。16,940 件の配信先に情報を提供、開

封率は約 20％であった。 

3）発注者への認知促進 

 発注者の「ベストビルメン」利用登録を促進する活動に注力し、発注者側団体への接触を

重ね、「ベストビルメン」のプロモーション活動を行った。その結果、（一社）東京ビルヂン

グ協会等 2団体の理解・協力と、発注者 3社の登録を得た。 

4）会員への活用促進 

 会員に対して「ベストビルメン」の企業情報登録促進を重点的に実施した。特に新規入会

会員や感染制御衛生管理士（ICCC）受講企業には電話による登録促進を行った結果、585 社

が企業情報登録・更新を行った。 

5）利用環境の整備 

 「ベストビルメン」の主要機能である「ビルメン事業者検索」の機能強化及びトップペー

ジへの移設など利便性の向上を図り、発注者の利用促進を行った。その結果、15 名の発注

者の利用と、会員 15 社のレスポンスを得た。 

 

3-3．適正な発注事務の普及／村田副会長 

1）官公庁発注者への適正な発注事務の普及 

 厚生労働省と共催で「保全業務マネジメントセミナー」を 6 月 27 日、8 月 2 日、8 月 23

日、12 月 20 日にオンラインで、9月 7日に東京、同 8日に大阪で集合形式にて実施、合計

494 名（181 団体）の参加を得た。参加者への継続的な情報提供及びパイプ維持のため、常

に連絡を取れるメールアドレスを把握し、メールマガジンの配信希望者 165 名を獲得した。 

また、参加者の要望による出張セミナーを 2月に奈良県大和高田市で実施、次年度（2024

年）6月には青森県で実施することとして準備を進めた。 

 さらに、2024 年度保全業務マネジメントセミナーの改善計画を作成した。 
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2）「問題事例集」「入札運用改善マニュアル」の提供 

 「入札運用改善マニュアル」「問題事例集」の活用として、6月 27 日に開催した保全業務

マネジメントセミナーなどで、発注者の求めに応じて提供した。 

3）建築保全業務共通仕様書・積算要領の改訂 

 これまで国土交通省及び建築保全センターに委員を派遣し、改訂に協力してきた両書籍

の改訂版（令和 5年版）が 10月 25 日に建築保全センターから刊行され、ビルメンテナンス

業界の意向が反映されたことを確認した。引き続き次回 5年後（令和 10年版）の改訂でも

業界の意向が反映されるよう、検討に着手した。 

4）保全業務費構成等の見直し 

 10 月 25 日に刊行された建築保全業務共通仕様書・積算要領に基づき、「清掃管理業務積

算・見積りマニュアル」等の改訂に向けた検討を進めた。 

5）これからの労働環境のあり方の検討 

 昨年に続き、各省庁や地方自治体等に対し、最低賃金額の改定に伴うビルメンテナンス業

務の契約金額の変更検討を促す通知の発出を働きかけた。その結果、8 月 30 日付で厚生労

働省より、同 31 日付で総務省より通知が発出された。これを受けて会員の交渉活動を支援

するため、通知の内容を正確に伝えるオンライン説明会の実施、価格交渉に活用できる材料

の提供、価格交渉実施状況調査を実施した。 

 オンライン説明会は地区協会に対しては 9 月に 11 回実施し 47 協会の参加、会員に対し

ては 10 月に 12回実施し 203 名の参加を得た。また価格交渉実施状況調査では、対象 2,642

社のうち 1,446 社からの回答（回収率 54.7％）を得て報告書をまとめ、厚生労働省、総務

省、ビルメンテナンス議員連盟と共有し、今後の適正な発注価格の実現に向けた活動を推進

した。さらに本調査結果とその後の活動内容等に関するオンライン説明会を 2月に 18 回実

施し、126 名の参加を得た。 

 また、関連するオンラインセミナー／説明会として、厚生労働省より講師を招き、1～2月

に「労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針」解説セミナーを 4回＋アーカイブ

配信を実施し 1,100 名以上の参加、3月に「令和 6年度建築保全業務労務単価を活用した価

格交渉」説明を 8回実施し 73名の参加を得た。 

 

3-4．医療関連サービスマーク制度への協力／村田副会長 

1）サービスマークの受付事務 

 医療関連サービス振興会が所管する「サービスマーク（院内清掃業務）」の書類受付業務・

指導業務を受託し、第 89回（2月認定）は 155 件、第 90回（6月認定）は 143 件を受付け、

改善指導業務を実施した。 

 なお、実地調査については振興会と適宜協議し、コロナ禍の影響から病院の視察が困難な

ケースに限り事業所調査時に病院の書類上の調査を行うなど、感染防止の観点から適切に

実施した。 
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2）医療施設発注者へのサービスマークの普及 

 本制度の活用を促進するため、業界外の集会（日本環境感染学会、日本医療マネジメント

学会）にてセミナーを開催し、認定企業活用の促進を行った。その結果は事業「5-7．環境

感染制御業務に関する事業」に記載。 

3）サービスマーク認定取得の促進 

 サービスマークの申請不備や非認定を防ぐことを目的に、申請書類の作成方法及び実地

調査の対応に関するオンラインセミナーを 4 月に開催し、25 名の参加を得た。なお本セミ

ナーは常に聴講できるよう、ビルメン WEB にアーカイブ動画を公開した。 

 

3-5．ビルメンテナンスの国際的組織への参画／一戸直前会長 

1）アジアビルメンテナンス連盟（アジアビルメンテナンス大会）への参画 

 9 月に韓国協会執行部が来日し、日韓ビルメンテナンス協会首脳会談を開催、親密な交流

の継続を確認した。また 10 月に台日ビルメンテナンス協会首脳会談を台北市で開催し、上

海協会との仲介役を台湾協会が担うことを確認した。これらを受け、11月 15 日に日韓台 3

協会によるアジアビルメンテナンス連盟関係国会議を東京で開催し、上海協会主催の第 8回

アジアビルメンテナンス大会への対応を協議した。 

 4 月に上海協会執行部が来日し、日上ビルメンテナンス協会首脳会談を開催した。2024 年

6 月に開催される第 8回アジア大会には、日本から多数の参加が難しいため、日本代表とし

て国際委員長を派遣することで合意した。 

2）第 2回世界ビルメンテナンス大会の開催準備 

 2022 年 10 月に設立した世界ビルメンテナンス連盟による第 2回大会を、2024 年 10 月に

アラブ首長国連邦のドバイで開催することを決定し、参加者募集を行った。 

 

3-6．建築物の安全確保に関する普及啓発／佐々木副会長 

1）消防庁検討会への委員派遣 

 消防庁が設置する「予防行政のあり方に関する検討会」「消防用設備等点検制度のあり方

に関する検討部会」に委員を派遣し、防災関連の情報収集及び必要に応じて協会の意思を伝

え、建築物の安全確保に係る情報の共有を行った。 

2）教材の提供及び活用促進 

 昨年度発行した「建物の仕組みと維持管理～建物管理の参考書」の頒布推進を行い、WEB

版は 139 ダウンロード（ビルメンテナンス事業者 57、発注者 82）された。さらに次年度に

本書籍の充実を図るため改訂を行うこととし、準備に着手した。 

 

 

 

 

－14－



 

 

3-7．障がい者就労支援に関する事業／村田副会長 

1）全国障害者技能競技大会（全国アビリンピック）の開催支援 

 第 43 回全国障害者技能競技大会（全国アビリンピック、11 月 17 日～19日開催、高齢・

障害・求職者雇用支援機構主催）のビルクリーニング種目への協力として、同機構に専門委

員等を推薦するとともに、協会内に専門委員をメンバーとしたワーキンググループを設置

し、ビルクリーニング種目の競技課題の決定、審査員・補佐員の手配、資機材の準備などの

支援を行った。また今年度は、選手が時間的に無理なく競技に臨める状況を作るため、競技

コートを従来の 2面から 4面に拡大することなどに協力した。 

 競技は 11 月 18 日に行われ、ビルクリーニング種目に参加した 45 名の選手のなかから、

北海道の代表選手が厚生労働省大臣賞（金賞）を獲得した。 

 

4．キャンペーン事業／佐々木副会長 

4-1．ビルメンヒューマンフェアの実施 

1）ビルメンヒューマンフェア 2023 の企画・運営 

 11 月 15 日～17 日、（一社）日本能率協会との共催により「ビルメンヒューマンフェア＆

クリーン EXPO 2023」を、東京ビッグサイト東展示棟（東京都江東区）で開催した。展示会

には 143 社・団体／276 小間が出展、併催の第 25 回不動産ソリューションフェアと合わせ

た来場者数は 13,154 人（前年 9,796 人、ヒューマンフェアのみ）であった。 

 講演会では①「全国警備業協会の活動」43 人、②「高齢者にいきいきと健康に働いても

らうには？」75 人、③「建築物清掃管理評価資格者制度の官公庁への普及活動」80人、④

「エコチューニング実践事業者が語る取組事例」79人、⑤「脱炭素時代に求められる清掃業

者の条件」62 人、⑥「特定建築物における排水設備の点検方法及び保守・管理の具体的箇

所」68人、⑦「ビルクリーニング特定技能外国人材の『現場責任者』登用を目指して」120

人、⑧「ビルメンテナンスの品質管理って?何から始めるの。」185 人、それぞれ参加を得た。 

 主催者ブースでは、全国協会が提供する各種サービスのプロモーションと利用意向把握

の企画を実施し、462 人の意向を得た。またトイレ清掃員の生活を描いた映画「PERFECT DAYS」

（12 月公開）とのコラボレーション企画として、ブースをはじめ会場の各所で、主演の役所

広司氏のビデオレターを放映し、集客に努めた。 

2）第 18 回全国ビルクリーニング技能競技会の企画・運営 

 11 月 16 日に、ヒューマンフェア 2023 のイベントとして隔年開催となる「第 18回全国ビ

ルクリーニング技能競技会」を実施した。全国から選出された 18 名の選手が参加し、近畿

地区の選手が最高賞となる厚生労働大臣賞を獲得した。 

 さらに次回（2025 年）に向けて、より会員が参加しやすく、また参加者や観客が盛り上

がるイベントとなるよう、大会の見直しを開始した。 
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4-2．ビルメンテナンスこども絵画コンクールの実施 

1）ビルメンテナンスこども絵画コンクールの実施 

 全国規模での「ビルメンテナンス業」と「ビルメンテナンス協会」の認知とイメージ向上

を目的とし、「第 17回ビルメンテナンスこども絵画コンクール」を実施した。 

 7 月 14 日～9月 19 日を募集期間とし、全国の小学生・園児から 9,529 点の作品が寄せら

れた。なお会員企業からの応募は 26 社であった。10 月 22 日に最終審査会を実施し、文部

科学大臣賞、厚生労働大臣賞、環境大臣賞の 3大臣賞をはじめ、669 点の入賞作と学校賞 30

校を決定した。13 地区協会の協力により受賞者の表彰や絵画の展示などを実施するととも

に、これら地区協会の主体的な活動に対する助成を行った。 

 また次回第 18 回コンクールでは、こどもたちにビルメンテナンス従事者に注目してもら

いたいとの思いを込め、絵画募集テーマを「みらいのおそうじ／まちで見つけたビルメンテ

ナンス」へ変更した。さらに会員からの参加を促進するため「会員企業賞」を充実させるこ

とを検討し、実施に向けた準備を進めた。 

 

5．教育・資格事業 

5-1．ビルクリーニング技能検定の実施／中野副会長 

1）ビルクリーニング技能検定の実施運営 

 1 級・2級・3級の全等級について、学科試験を 11 月 26 日に全国 11会場で実施し、水準

調整会議ならびに実技試験を 10 月から 2月にかけて実施した。 

 なお、少年の社会復帰を目的として、瀬戸少年院（中部北陸地区管轄）、山口刑務所（中

国地区管轄）の各施設から要請があり、2022 年度に引き続き、3級試験（学科・実技）を実

施している。 

 本年度含め過去3年間の結果は以下のとおり（カッコ内は2022年度及び2021年度結果）。 

●１級 

 受検者：2,025 名／264 名増（2022：1,761 名／330 名減、2021：2,091 名／76名増） 

 受検社：1,022 社／181 社増（2022：841 社／39社増、2021：802 社／28社増） 

 合格者：781 名／52 名増（2022：729 名／275 名減、2021：1,004 名／494 名増） 

 合格率：38.6％（2022：41.4％、2021：48.0％） 

●２級 

 受検者：682 名／25 名増（2022：657 名／52 名減、2021：709 名／63 名増） 

 受検社：320 社／6社増（2022：314 社／36社増、2021：278 社／17社増） 

 合格者：317 名／67 名増（2022：250 名／81 名減、2021：331 名／66 名増） 

 合格率：46.5％（2022：38.1％、2021：46.7％） 

●３級 

 受検者：1,061 名／20 名増（2022：1,041 名／95 名減、2021：1,136 名／124 名増） 

 受検社：478 社／68 社増（2022：410 社／13 社増、2021：397 社／24 社増） 
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 合格率：60.7％（2022：63.4％、2021：58.0％） 

 また、技能実習生向けのビルクリーニング技能検定は随時受け付け、随時 2 級が 334 名

／79 社（前年度比 180 名増／30 社増）、随時 3 級が 791 名／160 社（前年度比 978 名減／

103 社減）、基礎級が 3,337 名／394 社（前年度比 1,447 名増／104 社増）の受検申請があ

り、本部並びに各地区本部にて検定を行った。 

 新型コロナウイルスが 5類感染症へ移行したことに伴い、厚生労働省が策定した「技能検

定の実施に関する新型コロナウイルス感染拡大防止ガイドライン」は廃止となったが、学科

試験・実技試験では引き続き検温を実施し、消毒を徹底した。 

また、地区本部から推薦のあった 4名を技能検定委員として追加選任した。 

2）事業成長の方策 

①試験課題の見直し・変更 

 昨年度、受検者の増加を図るためには試験課題の大幅な改善が必要であると結論を出し、

今年度は改定意見を収集した。今後 WGを立ち上げ、次年度中に結論を出す予定。 

また、生産終了となる試験資機材や、試験資材に含まれる化学物質への対応について、建

築物管理訓練センターと合同検討会を開催した。 

②検定委員の育成 

 検定委員の育成及び水準調整を目的として、下記の項目を実行した。 

 検定委員の審査の平準化を図ることを目的として、試験問題作成 WGで採点表の改良を行

い、東京・関東甲信越地区本部における定期試験においてトライアルを実施し、点差や使用

感を検証した。さらに 4月に全国水準調整会議を臨時開催し、改良採点表の検証・検討を行

い、次年度も引き続きブラッシュアップを行うともに、定期試験より一部の等級で実装する

予定。 

 審査チェックポイント動画の作成については、改良採点表の完成が遅れたことから、次年

度に実施する予定。 

 昨年度決定した検定委員の任期制の導入について、各地区本部の意見を踏まえ、次期に限

り付帯条件を設けることとし、2024 年度の検定委員を決定した。 

③実技試験の録画・活用 

 今年度は目的・必要性を見出せなかったため、実技試験の録画は実施を見送った。採点表

の改良を終えた時点で、改めて活用可能性を検討する。 

④学科試験の CBT 導入準備 

学科試験・実技ペーパー試験について、受検者の利便性の向上を目的として、次年度から

CBT 試験の導入を決定し、運営会社の選定と各種規程の変更を完了した。 

また CBT 導入について、会員企業を対象としてアンケート調査を実施した結果、461 件

（331 社）の回答があり、うち 327 社（98.7％）より CBT 導入のメリットに賛同、受検する

意向を得た。 
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5-2．ビル設備管理技能検定の実施／中野副会長 

1）ビル設備管理技能検定の実施運営 

 ビル設備管理技能検定 1級、2級の募集を 6月に開始し、8月末から 9月初旬にかけて東

京地区、近畿地区の 2 会場で検定を行った。新型コロナウイルスが 5 類感染症へ移行した

ことに伴い、厚生労働省が策定した「技能検定の実施に関する新型コロナウイルス感染拡大

防止ガイドライン」は廃止となったが、学科試験・実技試験では引き続き検温を実施し、消

毒を徹底した。 

 1 級の受検申請者数は 32 名／19 社（前年度 2 名増／4 社増）、合格者数は 18 名（前年度

1名増）で、2級の受検申請者数は 35 名／26社（同 1名減／2社増）、合格者数は 17名（前

年度と同数）であった。 

2）事業成長の方策 

 本技能検定の受検者増を目的として、会員及び地区協会に対してオンライン説明会を開

催した。国土交通省「建築保全業務積算要領（令和 10年版以降）」の技術者区分にビル設備

管理技能士を反映させる働きかけを推進していることなど、本検定の取得メリットを周知

した。その結果は事業「1-1．3）ビル設備管理技能検定の見直しの検討」に記載。 

 

5-3．ビルクリーニング分野特定技能 1号評価試験の実施／中野副会長 

1）ビルクリーニング分野特定技能 1号評価試験の実施運営 

 カウンターパート（現地法人や国外に拠点を持つ会員企業）の協力を得て、事業を行った。 

厚生労働省の補助金を得て、国外試験回数の増加及び新たな国・都市での開催を見据え、

3月にインドネシア（ジャカルタ・バリ）、スリランカ（コロンボ）の視察を行い、試験会場

等の準備を行った。また、スリランカ政府等に対して日本の安全と衛生の礎であるビルクリ

ーニング業界の現況と特定技能制度の情報を発信した。 

国外試験の開催実績は、インドネシアでは 6 月、7 月、10 月、1 月、3 月、5 月にジャカ

ルタで計 6回開催し、受験者は計 2,346 名、合格者は計 2,012 名となり、定期開催を前提に

次年度の準備も進めた。フィリピン・カヴィテ州では 8月、3月に計 2回開催し、受験者 479

名、合格者 387 名であった。タイでは 12 月にウドンタニ、3 月にバンコクにて計 2 回開催

し、受験者 379 名、合格者 369 名であった。また各国各回の試験ではミャンマーからの受験

者が一定数おり、依然として受験ニーズが高いことを把握した。 

 国内試験の開催実績は、第 11 回（10～11 月）、第 13回（4～5月）国内試験を全国 8カ所

（北海道、宮城、東京、愛知、大阪、広島、徳島、福岡）で、第 10 回（7 月）、第 12 回（1

月）国内試験を東京に限り実施し、受験者計 2,279 名、合格者計 2,017 名であった。受入企

業等の申請に応じて出張試験を東京、千葉、山梨、岐阜、大阪で 8社・計 11 回実施し、受

験者計 733 名、合格者計 722 名であった。 

試験開催数及び受験者数の増加により、特定技能 1 号試験対策マンガテキストの閲覧数

は 5月 21日現在、各言語計 159,209 回（うち日本語版は 87,703 回）となった。 
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2）事業成長の方策 

①ビルクリーニング特定技能の普及 

 厚生労働省が設置する「ビルクリーニング分野特定技能協議会」並びに「ビルクリーニン

グ分野に係る特定技能制度の課題等の収集及び分析等を行う検討会」に協力し、委員を派遣

した。 

 また、特定技能 1号・特定技能 2号の両制度について諸外国に PRするためのアニメーシ

ョン動画を制作し（12か国語対応）、ビルメン WEB や Facebook で公開した。 

②特定技能 1号評価試験の CBT 試験化 

 次年度より実地試験を CBT 試験に移行すべく、CBT システム運営会社の選定及び試験問題

作成に着手した。他分野との試験会場の取り合いを避けるために特定技能試験では初の試

みとなる PeasonVue 社の CBT システムを利用する予定。 

③特定技能 2号創設と試験開催 

 厚生労働省生活衛生課の指導の下、WG を設置し特定技能２号の技能水準・試験問題等の

検討を行った。試験問題の適正化に向けて 11 月及び 1月にプレテストを行い、厚生労働省・

出入国在留管理庁と協議を行ったうえで、5 月 30 日に第 1 回目の特定技能 2 号試験を開催

した。受験者は 14社 30 名であった。合格発表は次年度に行う予定。 

 また、特定技能 2号の普及啓発のため、計 3回にわたるオンライン勉強会、1回の対面式

勉強会を行った。その結果、第１回特定技能 2号評価試験に前述の受験者数を獲得した。 

 

5-4．建築物清掃管理評価資格者の認定講習の実施／村田副会長 

1）建築物清掃管理評価資格者の認定講習の実施 

 本講習会を全国 8地区で 15回開催し、474 名（262 社）申込を受け付け、460 名（261 社）

が受講し、内 424 名（251 社）が修了した。なお本年度は遠方の会員への受講機会提供を目

的に、特定の開催条件を満たした福島、新潟、沖縄会場を追加会場として設置し実施をした。 

 また、昨年度改訂したテキスト「インスペクションガイドブック」をもとに、オンライン

講習及び実技演習の内容、修了課題の採点要領などを一部改訂し、より実践的な講習会を実

施した。 

2）フォローアップ講習（再講習）の実施 

 オンライン講習にて必要知識の反復履修及び近年における建築物維持管理の複雑・高度

化への順応や、関係法令改正等の把握など、必要な知識や技能の更新を図った。本年度は 369

名（228 社）の修了者を輩出し、更新率は 89％（対前年度比 3%増）であった。 

3）資格者メリットサービスの実施 

 本制度の活用事例などを紹介して好評を博した昨年度のオンラインセミナーのアーカイ

ブ配信を実施した。配信は 2024 年度講習会の受講増進を目的とし、動画閲覧者 203 名を受

講見込客とし、2024 年度以降の受講につなげるべく継続したアプローチ対応を行う。 
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4）事業成長の方策 

 11 月 16 日にビルメンヒューマンフェア＆クリーン EXPO2023 で「建築物清掃管理評価資

格者制度の官公庁への普及活動」と題した講演を実施し、官公庁に対し本制度を活用するこ

との有用性を啓発した。その結果 79 名（申請者 90 名）の参加を得て、参加社に 2024 年度

講習への参加を促した。 

 また官公庁に本制度の活用を普及することを目的としたガイドブック（官公庁用）の作成

を 2024 年度も引続き行い、2024 年度内に完成させ「保全業務マネジメントセミナー」等で

PR を行い、有資格者企業の採用促進を行う。 

 

5-5．病院清掃受託責任者講習の実施／村田副会長 

1）病院清掃受託責任者講習の実施 

 昨年度同様にビデオ講習・集合教育（考査含む）の併用で実施し、新規 1,196 名（618 社）、

再講習 1,923 名（923 社）の計 3,119 名の申込を受け付け、うち新規 1,078 名（610 社）、再

講習 1,794 名（912 社）の計 2,872 名が修了した。また、2024 年度講習会の申込受付が行わ

れ、約 3,000 名の募集を受け付けた。 

2）受託責任者のレベル向上 

 日々変化する発注者ニーズ、進歩する清掃技術などに対応し、常に高品質・高い技術の院

内清掃サービスが提供できるよう、講習テキストの見直しを行った。また、オンライン講習

動画については人工音声を用いた編集を行い、聞き取りやすさの改善を図り、オンライン講

習に対する満足度を 8％増加（昨年比）させた。 

3）事業成長の方策 

 受講者アンケートを通し、申込方法（紙・WEB）の選択理由、受講しやすさ等の諸要素を

把握し、本講習会の品質向上を図るとともに、受講者の受講ニーズに応える環境を整備した。 

 

5-6．協会講師育成環境整備／村田副会長 

1）講師の育成 

 全国協会の各講習・研修・検定事業に携わる関係者を確保し育成するため、講師育成プロ

グラムを活用した講習会を、企業講師、協会講師、建築物清掃管理評価資格者講習講師、病

院清掃受託責任者講習講師を対象に実施した。 

2）講師確保の仕組みの構築 

 全国協会の講師制度に関する概要説明会を 4月に実施し、約 30 名の参加を得た。本説明

会はアーカイブとしてビルメン WEB に掲載し、継続的に講師等協力者を獲得する。 
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5-7．環境感染制御業務に関する事業／村田副会長 

1）感染制御衛生管理士（ICCC）認定講習会の実施 

 基本的な感染症の基礎知識を有する「病院清掃受託責任者講習」「建築物内感染対策講習」

の修了者を対象として、感染症の知識を有し、感染制御が実施可能な人材を育成する ICCC

講習会を、オンライン講習及び集合教育で実施した。 

 本年度は全国（東北、近畿、東京、中部北陸、中国、九州）の 6会場で計 146 名（110 社）

が受講し、135 名（101 社）が合格した。なお、本事業は 7月より公益事業と認可され、後

期開催分より会員企業以外も受講対象となった。 

2）医療機関以外の建築物における感染対策の検討 

 コロナ禍によりあらゆる建築物で感染制御の重要性が高まったことに鑑み、医療機関以

外の衛生管理業務の従事者に対しても広く感染症の基礎知識を付与する「建築物内感染対

策講習」を新たにスタートした。本年度は東京、近畿、九州の 3 地区で実施し、計 112 名

（79 社）の修了者を輩出した。 

3）制度の普及と活用促進 

 官民ビルオーナー及び管理者等に対して本制度の意義を周知するとともに、感染制御衛

生管理士（ICCC）の活用を促進するため、医療業界における学術集会（日本環境感染学会、

日本医療マネジメント学会）にてセミナーを開催し、合計約 300 名の参加者（主に医師・看

護師）の理解を深めた。アンケート結果では医療業界における「受託責任者」の認知度の低

さ等が明るみとなり、今後の周知活動のヒントを得た。 

 

6．伝達媒体運営事業／佐々木副会長 

6-1．情報伝達媒体の強化 

1）全国協会ウェブサイトの運用及び改善 

 前年度から準備を進めてきた「ビルメン WEB」のリニューアルを 6月に実施、閲覧の多い

講習・試験関係のコンテンツを前面に押し出すとともに、来訪者が求める情報にアクセスし

やすいよう導線の改善を行った。 

 また、12 月には会員が全国協会発行書籍の電子版を無料で閲覧できる「BOOK STATION」

をリリース、4月には講習・試験の受講の利便性を高めるため「マイページ」機能の強化な

ど、サイト全体で強化・改善を実施した。さらに「ベストビルメン」は、主要な機能である

事業者検索機能を強化してトップページに搭載するとともに、発注者からの依頼に基づき

「入札公示情報」を不定期で掲載した。 

2）その他デジタル媒体の運用 

 全国協会のメールマガジン（月 3回）を継続して運用した。毎回の配信数は約 19,500 件、

開封率は 32～40%であった。また外国人の利用者が多い Facebook を活用し、外国人材関連

事業の情報発信を重点的に行った結果、フォロワー総数は 2,600 人超となった。 
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3）その他アナログ媒体の運用 

 デジタル媒体に不慣れな会員へのフォロー、またデジタル媒体への誘導を行うことを目

的とし、リーフレット「ビルメン mini」（月 1回）を継続して発行し、会員にデジタル媒体

のサマリーを提供した。また全国協会から会員に直接、通知や案内類を郵便で届ける定期便

（月 2回）を継続して運用した。 

 

6-2．出版物の電子書籍化及び印刷物の提供 

1）電子書籍による出版物の提供 

 会員サービスの強化のため、全国協会が発行する書籍を電子化し、会員のみ無料で閲覧で

きる「BOOK STATION」を 12 月に公開し、16万 1,100 回以上の利用を得た（先行公開の「特

定技能評価試験学習テキスト」を含む）。なお公開に先立っては 11 月のビルメンヒューマン

フェア＆クリーン EXPO2023 の主催者ブースで事前告知プロモーションを行い、来訪者 462

名に案内を行った。 

2）オンデマンド印刷による印刷物の提供 

 2 月から「BOOK STATION」で公開している電子書籍を印刷物として購入できる「オンデマ

ンド印刷サービス」の提供を開始した。 

 

7．会員支援事業 

7-1．会員メリットの開発・提供／村田副会長 

1）新たな付帯サービスの開発 

①新規サービスの開発 

 前年度に開発を決定した「会員コミュニティ掲示板（ウェブサイト上での利用者相互の情

報交換・質問掲示板）」を 4月に開設し、会員間での情報共有や意見交換が行える環境の提

供を開始した。 

②WEB セミナーの実施 

 全国協会の事業やそれに関連する国等の動き等を会員に迅速かつ正確に伝えるため、適

宜 WEB セミナーやオンライン説明会を実施した。 

・7月「公共調達における価格交渉活動のアンケート結果報告」（9回開催、106 名参加） 

・8月「令和 6年度建築保全業務労務費調査等の概要に関する説明」（6回開催、130 名参加） 

・10月「令和 5 年度最低賃金額改定を見据えた契約金額の変更検討（緊急依頼）に関する

説明」（12回開催、203 名参加） 

・1～2月「労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針」（5回開催、1,100 名参加） 

・2月「令和 5 年度最低賃金額改定を見据えた契約金額の変更検討に関するアンケート結

果、ビルメンテナンス議員連盟に対する要望内容及び回答」（18回開催、126 名参加） 

・3月「令和 6年度建築保全業務労務単価を活用した価格交渉、保全業務の価値向上に向け

た全国協会の活動」（8回実施、73名参加） 

－22－



 

 

③全国障害者技能競技大会に向けた合同練習会の実施 

 近畿地区において「全国障害者技能競技大会」への参加を目指す会員を支援する合同練習

会を 10 月 11 日に実施し、京都、大阪、滋賀の代表選手３人に対して 37名の参加者を得て

支援・指導を行った。 

 

7-2．就職氷河期世代の雇用支援／村田副会長 

1）ビルクリーニング（ビルメンテナンス）就労説明会の実施 

 就職氷河期世代に対してビルメン業界への就労動機を醸成する機会として、オンライン

合同企業説明会「ビルメンテナンス就職応援＆説明会」を 10 月 28 日に実施した。 

 求職者の募集にあたっては、厚生労働省及びハローワークとの協働体制を得るとともに、

就職情報サイトを活用して適切なターゲット層へのアプローチを行った。その結果、参加会

員は 28 社（前回 18 社）、参加求職者は 111 名であった。2024 年 1月まで当日の録画映像を

使ったアーカイブ配信を行い、合計で 271 名の参加者を得た。 

 なお次年度の本事業について、厚生労働省より「業界の生産性向上、国内人材の確保」に

向けた事業と改める旨の要請があり、新たな企画の検討を進めた。 

 

7-3．各種保険の加入勧奨／村田副会長 

1）保険加入の支援 

 各保険代理店と協力し、会員や地区協会に対して保険加入の勧奨を行った。その結果、11

件の新規加入があった。また、日新火災海上保険については全国協会とのタイアップにより

7件の新規加入があり、次年度はビルメンテナンス賠償責任保険制度に加わることとなった。 

 

7-4．外国人材の活用促進／村田副会長 

 有料職業紹介の許可を得た（一財）建築物管理訓練センターのビルクリーニング外国人材

受入支援センター（ASCF）と連携して、会員の外国人材活用を促進するため、次の活動を行

った。 

1）会員への普及啓発 

 昨年度、ASCF がスタートさせたインドネシア版ワンストップサポートサービス（ワンサ

ポ）に協力した。その結果、オンライン説明会を 4 開催、現地面接・採用ツアーを 1 開催

し、第 5 回・第 6 回インドネシア試験に受験した計 84 名について、会員 4 社から 30 名に

内定が出されたことを把握した。 

・7月 19 日：技能実習・特定技能採用 インドネシア人材採用 徹底攻略セミナー 

・9月 21 日：インドネシアの国と人を知り、人材の円滑な受け入れを考える 

・10月 6日：インドネシア人材の受け入れについて 

・10月 19 日：微笑みの国・タイ人材の受け入れについて 

・10月 20 日～24 日インドネシア人材採用・視察ツアー（インドネシア・ジャカルタ） 
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2）外国人材への普及啓発 

 就労先としてビルクリーニングが選択されるよう、国内外の外国人材に対して、引き続き

「ビルクリーニング紹介動画」や、昨年度 JICA に協力し制作された「ビルクリーニングのキ

ャリアデザイン講座」のやさしい日本語と英語を全国協会 YouTube チャンネルで公開した。 

 また、特定技能試験合格者の就職率を上げるため、特定技能試験の受験者を対象として、

11 月 14 日、１月 26日、4月 19 日に東京で、4月 18 日に愛知で「ビルクリーニング特定技

能外国人就職相談会」を開催した。求人募集中の会員企業と、求職中の外国人材のマッチン

グの機会とし、累計で会員 36社が出展、外国籍求職者等 140 名が参加し、１名が内定に至

った。 

 

7-5．会員経営、協会運営等に資する情報の提供／佐々木副会長 

1）第 54 回実態調査の実施 

 全会員を対象とした「第 54回実態調査」を、10月 13 日～12 月 15 日の期間で実施した。

今回調査では、各所に要望等を行うにあたって求められる「営業利益率」「業務内容別売上

比率」「官民売上比率」を明らかにするため、同項目を調査票に追加した。 

各地区協会の協力を得ながら回収率の向上に努めたが、今回調査は 32.6％となり、前回

の 36.3％から 3.7 ポイント減少した。 

 また、調査結果をまとめた「ビルメンテナンス情報年鑑 2024」を 3 月に発行し、会員企

業に配布するとともに、官公庁や研究機関、マスコミなどに提供した。 

2）労働災害防止の指導・支援 

①労働災害防止に資する情報の提供 

 地区協会等に対して労働災害発生状況や労災保険収支率・収納率など労働災害防止に資

する情報や、既刊書籍『安全衛生管理のすすめ』の提供を行い、各地区協会が実施する安全

衛生大会などの労働災害防止活動を支援した。 

 またデジタルコンテンツでは、動画「安全・健康のツボ」とコラム「健康＋安全クリニッ

ク」を毎月１回（年間 12回）配信し、動画は 74 会員が利用して合計 3,394 回の再生、コラ

ムは合計 1,540 回の閲覧（アクセス）を得た。 

 さらに 11 月 15 日にビルメンヒューマンフェア＆クリーン EXPO2023 で「高齢者にいきい

きと健康に働いてもらうには？～エイジフレンドリーな職場づくり～」と題したセミナー

を実施し、75名（56 社）の参加を得た。 

②労働災害発生報告システムの運用 

 平成 24年度から運用している本システムを継続運用し、毎月、各地区本部を中心に情報

提供を行った。 

③その他 

 近畿地区本部で「中部近畿産業保安監督部近畿支部管内の電気事故と安全対策等」講習会

を 8月に実施した。会員 58 人が参加し、「電気事故と安全対策」の最新情報が提供された。 
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IT インフラ整備の実施／中野副会長 

全国協会事業成果の最大化と事業遂行基盤を強靱化するため、ロードマップ（優先順位）

に沿って前年度から引き続き開発を進めるとともに、利用者の利便性や会員企業に対する

サービス向上を図った。具体的に実現した事項は以下のとおり。 

①インボイス対応領収書の電子化（2023 年 10 月）  

②タブレット採点システム改善（2023 年 11 月） 

③清掃作業監督者講習修了証の電子化（2024 年 4月） 

④マイページの改善（2024 年 5月） 

以 上 
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2023 年度 
決算概要 

収益 8.6 億円 遂行率 107.1% 
費用 8.0 億円 遂行率  98.7% 

 

【収益】 

 ・エコチューニング、技能検定、特定技能の各事業が大幅に伸びており、とくに 

教育・資格事業については堅調である。 

 

【費用】 

 ・事業費については、活発な委員会活動や事務局の事業運営により全体では 

計画以上の遂行率となっている。 

  管理費については、諸費用が圧縮されている。 

 

 

【グラフ１】会員数の推移と 2024 年 5 月末地区別会員数内訳        (単位:社) 

 

ここ数年の実績を見ますと若干の増加傾向にありますが、会員予測の推移もそれを踏ま

えたかたちで立てております。 

今後も継続して会員を増やしていくよう、魅力ある事業づくり、新規事業の構築を推進 

して参ります。 
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中国
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四国

107 
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403 

会員数

2,829社
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【グラフ 2】2023 年度 全国協会事業・サービス利用状況（前年度比） 

 

清掃作業監督者講習（新規）受講者数    エコチューニング認定事業者（新規）数 

             （単位：人）                （単位：社） 

   

 

 

エコチューニング技術者資格講習（新規）受講者数            （単位：人） 

 

  

2022   2023 2022     2023 

404 

416 

3.0%増 

12 

25 

108.4%増 

2022     2023                          2022     2023 

59 

131 

96 

137 

122.0%増 

42.7%増 

第一種 第二種 
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ビルクリーニング技能検定受検者数                  （単位：人） 

 

 

 

ビル設備管理技能検定受検者数                     （単位：人） 

 

  

１級 

2022   2023           2022     2023           2022    2023 

２級 ３級 

1,761 

2,025 

657 682 

1,041 1,061 

15.0%増 

3.8%増 

1.9%増 

１級 ２級 

2022      2023                           2022     2023 

30 

32 

36 

35 

6.7%増 

2.8%減 
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特定技能 1号評価試験受験者数        特定技能外国人材採用社数 

             （単位：人）                （単位：社） 

   
 

 

建築物清掃管理評価資格者認定講習（新規）   病院清掃受託責任者講習（新規） 

受講者数         （単位：人）   受講者数         （単位：人） 

   

  

2022     2023 2022      2023 

2022      2023 

 

2022     2023 

2,022 

6,216 

127 

168 

392 

474 

1,039 

1,078 

207.4%増 

32.3%増 

20.9%増 

3.8%増 
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ビルメンヒューマンフェア来場者数      保全業務マネジメントセミナー受講団体数 

              （単位：人）               （単位：団体） 

   

 

 

【グラフ 3】経常収益の構成比の推移               (金額単位:百万円) 

 

収益の安定化を更に推進し、事業提供を全国の事業者の皆さまへ継続的に実施できる 

よう努力して参ります。 
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【グラフ 4】経常費用の構成比の推移                (金額単位:百万円) 

 

おおよそ事業費が事業運営経費と管理費の合計額を若干下回る傾向で推移しています。 

更なる事業拡大を図るため、事業費の割合を増やして参ります。 

 

【グラフ 5】経常費用の構成比の推移                

    

会員と直接的結びつきをもつ、普及啓発事業及び教育・資格事業、伝達媒体事業で約 7割

の事業費が使われています。 

普及啓発事業には「エコチューニング」「医療関連サービスマーク」、教育・資格事業に

は「ビルクリーニング技能検定」「ビル設備管理技能検定」「ビルクリーニング分野特定 

技能 1号評価試験」「病院清掃受託責任者講習」「建築物清掃管理評価資格者（インスペク

ター）講習」、伝達媒体運営事業には「電子メディア（ビルメン WEB）」があります。 

47.4%
53.2% 46.0% 44.9% 46.2% 45.6%
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【グラフ 6】経常費用の構成比の推移 

 

安定して公益目的事業費率は推移していますが、共益事業である会員支援事業を更に 

拡大し提供できるよう推進して参ります。 

 

【グラフ 7】会費の使途 

 

毎年、受取会費については、公益目的事業会計へ 50％、収益事業等会計（会員支援 

事業）へ 27％、法人会計（管理費）へ 23％を投入して運営を行っております。 
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14.7% 12.6% 10.5%

10.0% 8.7% 5.6% 5.1% 4.6%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

2019 2020 2021 2022 2023

公益目的事業 収益事業等 法人

公益目的事業会計

169,545,000 円

収益事業等会計

91,554,300 円

法人会計

77,990,700 円

受取会費

339,090,000円
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2023 年度決算における公益法人の財務三基準について 

 

1．収支相償の原則 

  公益目的事業に係る収入の額が、その事業に必要かつ適正な費用を償う額を超えない

こと。 

（金額単位：万円） 
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2．公益目的事業比率 

  公益目的事業を行うことを主たる目的としていること、収益事業等を行うことに 

よって公益目的事業の実施に支障がないことを数値化した基準で 50％が必要。 

 

 

3．遊休財産額の保有制限 

  公益法人の各事業年度の末日における遊休財産額がその年度の公益目的事業費相当額 

（上限額）を超えてはならないという制限。 

 

①遊休財産額の保有上限額は｢公益実施費用額｣の金額。 

②遊休財産額は「貸借対照表の資産合計-貸借対照表の負債合計-(控除対象財産の合計額-対応負債額)｣の

計算式より算出。また、対応負債額は認定法施行規則に定められた計算により算出。 
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4.6%

2023年度決算経常費用計 (金額単位：万円)
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68,051万円

84.9%
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80,110万円
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(金額単位：万円) 
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公益社団法人 全国ビルメンテナンス協会 

定  款（一部改正案） 
平成21年7月30日制定 

平成23年7月28日改正 

平成26年7月25日改正 

平成31年3月  4日改正 

令和元年7月26日改正 

2021年5月25日改正 

2022年7月21日改正 

2024年7月24日改正 

 

（第１条～第３３条まで省略） 

（報酬等） 

第３４条 役員及び執行委員、並びに名誉会長及び相談役は、無報酬とする。ただし、常勤の役

員など社員総会において別に定める規程で指定する者には報酬を支給することができる。 

２ 役員及び執行委員には、その職務を行うために要する費用を弁償することができる。 

３ 前 2項に関し必要な事項は、社員総会において別に定める役員等の報酬及び費用に関する規

程による。 

 

改正理由： 

執行委員の報酬について、講師等の謝金及び国内出張旅費に関する規則第２条に位置づけ、報

酬を支払う規則改正（2023年11月15日改正）を行ったため、定款と細則の整合性を図る。 

 

（第35～39条まで省略） 

 

（議長） 

第４０条 理事会の議長は、会長がこれに当たる。ただし、会長に事故ある時又は特別の利害関

係を有するときは、あらかじめ理事会において定めた順序による理事がこれに当たる。 

 

第４０条 理事会の議長は、会長又は会長から指名された副会長がこれに当たる。 

２ 前項にかかわらず、会長が欠席した場合は、あらかじめ理事会において定めた順序によ

る副会長がこれに当たる。 

３ 理事全員改選直後の理事会における議長は、出席した理事のなかから互選された者がこ

れに当たる。 

 

 

改正理由： 

理事会の議長を会長以外も副会長が務めることができるようにする。 
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（第41～46条まで省略） 

 

（地区本部） 

第４７条 本会に47都道府県協会を9地区に分け、その地域内の事業を管轄する組織として、地

区本部を設置し、それぞれ地区本部長を置く。 

２ 前項の地区本部は次に掲げる事業を前項地区内において分掌する。 

（1）理事会が決定する毎年度の事業計画に基づく事業の実施及び進捗の確認 

（2）各地域内の都道府県協会間の連絡・調整 

（3）各地区内の役員選定委員の職務に関する事務補助 

（4）各地域内の課題の集約及び地区本部長会議への解決策等の提案 

（5）理事会で承認された他団体からの委託事業 

（6）前各号の他、地域内を対象とした事業 

３ 第 1項の地区本部に、地区本部長、管轄地域内の理事及び執行委員、管轄地域内の連携会員

の会長、地区本部長が必要と認めた者によって構成する地区本部会議を置く。 

４２ 第1項の地区本部の運営に関する細則は、理事会において別に定める。 

 

改正理由： 

本3項は、地区本部運営規定第5条3項に記載のため、重複部分として削除する。 

 

 

（第48～66条まで省略） 

 

付則 

１ この定款の一部改正は、平成26年7月25日から施行する。 

２ この定款の一部改正は、平成31年3月 4日から施行する。 

３ この定款の一部改正は、令和元年7月 26日から施行する。 

４ この定款の一部改正は、2021年5月 25日から施行する。 

５ この定款の一部改正は、2023年7月の2023年定時総会後から施行する。 

６ この定款の一部改正は、2024年7月の2024年定時総会後から施行する。 
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公益社団法人 全国ビルメンテナンス協会 

定款細則（一部改正案） 
平成21年7月13日 制定 

平成23年6月23日 改正 

平成26年7月25日 改正 

平成30年7月26日 改正 

2021年5月25日 改正 

2022年7月21日 改正 

2024年7月24日改正 

（第1～6条まで省略） 

（執行委員） 

第７条 定款第 31 条第 5 項に定める執行委員候補者の選定方法等に関する規定は、下記の各号

による。 

（1）地区（第5条第2項の表に示す地区）ごとにそれぞれ2名を基数とし、その人数以内で、定

款第47条に定める地区本部から候補者を推薦する。なお、推薦される候補者の合計数が定款第

31条第3項に基づき理事会が定める執行委員の定数に満たない場合、残りの人員については地

区ごとの会員数を基にドント方式を用いて算出し、当該各地区本部から算出された人数の候補

者を推薦する。 

（2）理事会は、前号により各地区本部から推薦された候補者から、執行委員を選任する。 

（3）前号にかかわらず、理事会は必要に応じ、第１号に基づいて推薦された候補者以外の者を執

行委員として選任することができる。 

（4）執行委員は、役員選定委員を兼ねることができない。 

 

改正理由： 

（執行委員の設置）について、定款改正（2022年7月21日）を行ったため、整合性を図る。 

 

２ 執行委員の任期は、定款第30条第1項の理事の任期を読み替えるものとする。 

 

（第8～12条まで省略） 

付 則 

１． この細則は、平成２１年７月１３日から施行する。 

２． この細則の改正は、平成２３年６月２３日から施行する。 

３．この細則の改正は、平成26年7月25日から施行する。ただし、執行委員の定数を定めた第

８条第１項の施行は、平成27年度の定時総会後とする。 

（1）この細則の改正に伴って、役員等候補者選定規程は廃止する。ただし、同規程第７条第１

項の執行委員の定数については、平成27年度の定時総会が終了するまで、前項を読み替える

ものとする。 

４．この細則の改正は、平成30年7月26日から施行する。 

５．この細則の改正は、2021年5月25日から施行する。 

６．この細則の改正は、2023 年 7 月の 2023 年定時総会後から施行する。 

７．この細則の改正は、2024 年 7 月の 2024 年定時総会後から施行する。 

以 上 
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必

要
な
事
項
を
定
め
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
。
 

 （
定
義
）
 

第
２
条
 
こ
の
規
程
に
お
い
て
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
用
語
の
意
義
は
、
当
該
各
号
に
定

め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。
 

(1
) 
常
勤
役
員
と
は
、
定
款
第

26
条
第

1
項
で
定
め
る
役
員
の
う
ち
、
全
国
協
会
を
主

た
る
勤
務
場
所
と
す
る
者
を
い
う
。
 

（
削
除
）
 

 

(2
) 
非
常
勤
役
員
と
は
、
常
勤
役
員
以
外
の
者
を
い
う
。
 

 

(3
) 
有
識
者
役
員
と
は
、
常
勤
役
員
及
び
非
常
勤
役
員
の
う
ち
、
ビ
ル
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
業

関
係
者
及
び
厚
生
労
働
省
出
身
者
で
は
な
い
理
事
及
び
監
事
を
い
う
。
 

公
益
社
団
法
人
 
全
国
ビ
ル
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
協
会

 
 

役
員
等
の
報
酬
及
び
費
用
に
関
す
る
規
程
 

 
 

  

平
成

1
5
年

1
月

2
2
日
理
事
会
決
定

 

平
成

2
1
年
７
月

3
0
日
改
正

 

平
成

3
0
年

7
月

2
6
日
改
正
 

 

（
目
的
）
 

第
１
条
 
こ
の
規
程
は
、
公
益
社
団
法
人
全
国
ビ
ル
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
協
会
（
以
下
「
全
国

協
会
」
と
い
う
。）

の
定
款
第

34
条
に
基
づ
き
、
役
員
及
び
執
行
委
員
の
報
酬
等
及
び

費
用
に
関
し
必
要
な
事
項
を
定
め
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
。
 

 （
定
義
）
 

第
２
条
 
こ
の
規
程
に
お
い
て
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
用
語
の
意
義
は
、
当
該
各
号
に
定

め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。
 

(1
) 
常
勤
役
員
と
は
、
定
款
第

26
条
第

1
項
で
定
め
る
役
員
の
う
ち
、
全
国
協
会
を
主

た
る
勤
務
場
所
と
す
る
者
を
い
う
。
 

(2
) 
常
勤
執
行
委
員
と
は
、
定
款
第

31
条
第

1
項
で
定
め
る
執
行
委
員
の
う
ち
、
全
国

協
会
を
主
た
る
勤
務
場
所
と
す
る
者
を
い
う
。
 

(3
) 
非
常
勤
役
員
及
び
非
常
勤
執
行
委
員
と
は
、
常
勤
役
員
及
び
常
勤
執
行
委
員
以
外

の
者
を
い
う
。
 

(4
) 
有
識
者
役
員
と
は
、
非
常
勤
役
員
の
う
ち
、
ビ
ル
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
業
関
係
者
及
び
厚

生
労
働
省
出
身
者
で
は
な
い
理
事
及
び
監
事
を
い
う
。
 

改
正
案

 
現
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(4
) 
報
酬
等
と
は
、
公
益
社
団
法
人
及
び
公
益
財
団
法
人
の
認
定
等
に
関
す
る
法
律
第

5

条
第

13
号
で
定
め
る
報
酬
、
そ
の
他
の
職
務
遂
行
の
対
価
と
し
て
受
け
る
財
産
上

の
利
益
及
び
退
職
手
当
で
あ
っ
て
、
そ
の
名
称
の
如
何
を
問
わ
な
い
。
費
用
と
は
区

分
さ
れ
る
も
の
と
す
る
。
 

(5
) 
費
用
と
は
、
職
務
の
遂
行
に
伴
い
発
生
す
る
通
勤
費
、
旅
費
(交

通
費
、
宿
泊
費
、

日
当
を
含
む
)を

い
う
。
報
酬
等
と
は
区
分
さ
れ
る
も
の
と
す
る
。
 

 （
報
酬
の
支
給
）
 

第
３
条
 
全
国
協
会
は
、
常
勤
役
員
並
び
に
有
識
者
役
員
の
職
務
執
行
の
対
価
と
し
て
報

酬
を
支
給
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
 

２
 
常
勤
役
員
の
報
酬
は
年
額
報
酬
と
し
、
年
額
の
期
間
は
全
国
協
会
の
事
業
年
度
と
す

る
。
 

３
 
非
常
勤
役
員
の
う
ち
、
有
識
者
役
員
に
対
し
て
は
理
事
会
出
席
等
、
必
要
の
都
度
、

定
額
を
支
払
う
こ
と
が
で
き
る
。
 

４
 
常
勤
役
員
の
退
職
に
当
た
っ
て
は
、
当
該
役
員
の
任
期
に
応
じ
た
退
職
手
当
を
支
給

す
る
こ
と
が
で
き
る
。
退
職
手
当
の
支
給
に
つ
い
て
は
、
社
員
総
会
が
別
に
定
め
る
。
 

  （
報
酬
の
種
類
及
び
額
）
 

第
４
条
 
各
々
の
常
勤
役
員
の
年
額
報
酬
額
は
、
別
表
第
１
「
常
勤
役
員
の
年
額
報
酬
」

の
範
囲
内
で
、
会
長
が
理
事
会
の
承
認
を
得
て
決
め
る
も
の
と
す
る
。
 

２
 
前
項
に
か
か
わ
ら
ず
、
常
勤
役
員
の
内
、
使
用
人
兼
務
役
員
の
年
額
報
酬
は
、
別
表

第
１
「
常
勤
役
員
の
年
額
報
酬
」
に
定
め
る
年
額
報
酬
額
か
ら
、
当
該
年
に
お
い
て
使

用
人
兼
務
役
員
に
職
員
給
与
と
し
て
支
給
さ
れ
る
金
額
を
差
し
引
い
た
金
額
と
す
る
。
 

３
 
非
常
勤
役
員
の
う
ち
、
有
識
者
役
員
に
対
す
る
報
酬
は
、
別
表
第

2「
有
識
者
役
員

の
報
酬
」
に
定
め
る
定
額
と
す
る
。
 

 

(5
) 
報
酬
等
と
は
、
公
益
社
団
法
人
及
び
公
益
財
団
法
人
の
認
定
等
に
関
す
る
法
律
第

5

条
第

13
号
で
定
め
る
報
酬
、
そ
の
他
の
職
務
遂
行
の
対
価
と
し
て
受
け
る
財
産
上

の
利
益
及
び
退
職
手
当
で
あ
っ
て
、
そ
の
名
称
の
如
何
を
問
わ
な
い
。
費
用
と
は
区

分
さ
れ
る
も
の
と
す
る
。
 

(6
) 
費
用
と
は
、
職
務
の
遂
行
に
伴
い
発
生
す
る
通
勤
費
、
旅
費
(交

通
費
、
宿
泊
費
、

日
当
を
含
む
)を

い
う
。
報
酬
等
と
は
区
分
さ
れ
る
も
の
と
す
る
。
 

 （
報
酬
の
支
給
）
 

第
３
条
 
全
国
協
会
は
、
常
勤
役
員
及
び
常
勤
執
行
委
員
、
並
び
に
有
識
者
役
員
の
職
務

執
行
の
対
価
と
し
て
報
酬
を
支
給
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
 

２
 
常
勤
役
員
及
び
常
勤
執
行
委
員
の
報
酬
は
年
俸
と
し
、
年
俸
の
期
間
は
全
国
協
会
の

事
業
年
度
と
す
る
。
 

３
 
有
識
者
役
員
に
対
し
て
は
理
事
会
出
席
等
、
必
要
の
都
度
、
定
額
を
支
払
う
こ
と
が

で
き
る
。
 

４
 
常
勤
役
員
及
び
常
勤
執
行
委
員
の
退
職
に
当
た
っ
て
は
、
当
該
役
員
の
任
期
に
応
じ

た
退
職
手
当
を
支
給
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
退
職
手
当
の
支
給
に
つ
い
て
は
、
社
員
総

会
が
別
に
定
め
る
。
 

 （
報
酬
の
額
）
 

第
４
条
 
常
勤
役
員
及
び
常
勤
執
行
委
員
の
年
間
報
酬
額
は
、
各
々
の
役
員
の
年
間
報
酬

額
は
別
表
第
１
の
う
ち
か
ら
、
会
長
が
理
事
会
の
承
認
を
得
て
決
め
る
も
の
と
す
る
。
 

   ２
 
有
識
者
役
員
に
対
す
る
報
酬
は
、
別
表
第

2「
有
識
者
役
員
の
報
酬
」
に
定
め
る
定

額
と
す
る
。
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（
報
酬
の
支
給
日
）
 

第
５
条
 
報
酬
は
、
毎
月

25
日
（
支
給
日
が
休
日
の
場
合
は
、
順
次
前
日
に
繰
り
上
げ

る
。）

に
支
給
す
る
。
 

 ２
 
非
常
勤
役
員
の
う
ち
、
有
識
者
役
員
の
報
酬
は
、
理
事
会
出
席
等
、
必
要
の
都
度
、

支
払
う
も
の
と
す
る
。
 

 （
報
酬
の
支
給
方
法
）
 

第
６
条
 
報
酬
等
は
、
法
令
又
は
規
程
に
基
づ
き
、
そ
の
役
員
の
報
酬
か
ら
控
除
す
べ
き

も
の
の
金
額
を
控
除
し
、
そ
の
残
額
を
通
貨
で
本
人
に
支
給
す
る
。
た
だ
し
、
本
人
の

指
定
す
る
金
融
機
関
の
本
人
名
義
の
口
座
に
振
り
込
む
こ
と
が
で
き
る
。
 

 （
報
酬
の
日
割
計
算
）
 

第
７
条
 
新
た
に
常
勤
役
員
と
な
っ
た
者
に
は
、
そ
の
日
か
ら
報
酬
を
支
給
す
る
が
、
そ

の
日
が
月
の
途
中
の
場
合
は
日
割
計
算
と
す
る
。
 

２
 
常
勤
役
員
が
退
職
し
た
場
合
に
は
、
そ
の
月
分
の
報
酬
を
支
給
す
る
が
、
退
職
の
日

が
月
の
途
中
で
あ
る
場
合
は
、
日
割
計
算
と
す
る
。
 

３
 
前
２
項
の
日
割
計
算
で
支
給
す
る
場
合
の
報
酬
額
は
、
１
日
当
た
り
月
額
の

22
分

の
１
と
す
る
。
 

 （
通
勤
手
当
）
 

第
８
条
 
常
勤
役
員
に
は
通
勤
手
当
を
支
給
す
る
。
 

２
 
通
勤
手
当
は
、
本
人
の
住
居
の
最
寄
り
駅
か
ら
、
勤
務
事
業
所
の
最
寄
り
駅
に
至
る

通
勤
用
定
期
乗
車
券
の
購
入
に
要
す
る
実
費
を
支
給
す
る
。
 

 （
費
用
）
 

第
９
条
 
役
員
が
、
そ
の
職
務
の
執
行
に
当
た
っ
て
負
担
し
た
費
用
に
つ
い
て
は
、
そ
の

（
報
酬
の
支
給
日
）
 

第
５
条
 
報
酬
は
、
年
俸
の
場
合
は
、
毎
月
の
支
給
額
は
年
間
報
酬
額
を

12
で
除
し
た
額

と
し
、
毎
月

25
日
（
支
給
日
が
休
日
の
場
合
は
、
順
次
前
日
に
繰
り
上
げ
る
。）

に
支

給
す
る
。
 

２
 
有
識
者
役
員
の
報
酬
は
、
理
事
会
出
席
等
、
必
要
の
都
度
、
支
払
う
も
の
と
す
る
。
 

  （
報
酬
の
支
給
方
法
）
 

第
６
条
 
報
酬
等
は
、
法
令
又
は
規
程
に
基
づ
き
、
そ
の
役
員
の
報
酬
か
ら
控
除
す
べ
き

も
の
の
金
額
を
控
除
し
、
そ
の
残
額
を
通
貨
で
本
人
に
支
給
す
る
。
た
だ
し
、
本
人
の

指
定
す
る
金
融
機
関
の
本
人
名
義
の
口
座
に
振
り
込
む
こ
と
が
で
き
る
。
 

 （
報
酬
の
日
割
計
算
）
 

第
７
条
 
新
た
に
常
勤
役
員
及
び
常
勤
執
行
委
員
と
な
っ
た
者
に
は
、
そ
の
日
か
ら
報
酬

を
支
給
す
る
が
、
そ
の
日
が
月
の
途
中
の
場
合
は
日
割
計
算
と
す
る
。
 

２
 
常
勤
役
員
及
び
常
勤
執
行
委
員
が
退
職
し
た
場
合
に
は
、
そ
の
月
分
の
報
酬
を
支
給

す
る
が
、
退
職
の
日
が
月
の
途
中
で
あ
る
場
合
は
、
日
割
計
算
と
す
る
。
 

３
 
前
２
項
の
日
割
計
算
で
支
給
す
る
場
合
の
報
酬
額
は
、
１
日
当
た
り
月
額
の

22
分

の
１
と
す
る
。
 

 （
通
勤
手
当
）
 

第
８
条
 
常
勤
役
員
及
び
常
勤
執
行
委
員
に
は
通
勤
手
当
を
支
給
す
る
。
 

２
 
通
勤
手
当
は
、
本
人
の
住
居
の
最
寄
り
駅
か
ら
、
勤
務
事
業
所
の
最
寄
り
駅
に
至
る

通
勤
用
定
期
乗
車
券
の
購
入
に
要
す
る
実
費
を
支
給
す
る
。
 

 （
費
用
）
 

第
９
条
 
役
員
及
び
執
行
委
員
が
、
そ
の
職
務
の
執
行
に
当
た
っ
て
負
担
し
た
費
用
に
つ
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職
務
を
執
行
し
た
日
か
ら
遅
滞
な
く
支
払
う
も
の
と
す
る
。
 

２
 
非
常
勤
役
員
に
対
す
る
費
用
の
支
払
い
に
つ
い
て
は
、
理
事
会
が
別
に
定
め
る
。
 

  （
改
廃
）
 

第
10

条
 
こ
の
規
程
の
改
廃
は
社
員
総
会
の
決
議
を
経
て
行
う
。
 

 （
補
則
）
 

第
11

条
 
こ
の
規
程
の
実
施
に
関
し
必
要
な
事
項
は
、
別
に
定
め
る
も
の
と
す
る
。
 

 附
則
 

 
こ
の
規
程
は
平
成

21
年
７
月

30
日
か
ら
施
行
す
る
。
 

 附
則
 

 
こ
の
規
程
の
改
正
は
平
成

30
年

7
月

26
日
か
ら
施
行
す
る
。
 

 附
則
 

 
こ
の
規
程
の
改
正
は

20
24

年
7
月

24
日
か
ら
施
行
す
る
。
 

 別
表
第
１
 
 
常
勤
役
員
の
年
額
報
酬
 

 

 
 
報
 
酬
（
年
額
）
 

専
 
務
 
理
 
事
 

１
３
，
５
０
０
，
０
０
０
円
ま
で
の
範
囲
 

常
務

理
事
 

１
２
，
５
０
０
，
０
０
０
円
ま
で
の
範
囲
 

理
 
 
 
 
 
事
 

１
１
，
５
０
０
，
０
０
０
円
ま
で
の
範
囲
 

い
て
は
、
そ
の
職
務
を
執
行
し
た
日
か
ら
遅
滞
な
く
支
払
う
も
の
と
す
る
。
 

２
 
非
常
勤
役
員
及
び
非
常
勤
執
行
委
員
に
対
す
る
費
用
の
支
払
い
に
つ
い
て
は
、
理
事

会
が
別
に
定
め
る
。
 

 （
改
廃
）
 

第
10

条
 
こ
の
規
程
の
改
廃
は
社
員
総
会
の
決
議
を
経
て
行
う
。
 

 （
補
則
）
 

第
11

条
 
こ
の
規
程
の
実
施
に
関
し
必
要
な
事
項
は
、
別
に
定
め
る
も
の
と
す
る
。
 

 附
則
 

 
こ
の
規
程
は
平
成

21
年
７
月

30
日
か
ら
施
行
す
る
。
 

 附
則
 

 
こ
の
規
程
の
改
正
は
平
成

30
年

7
月

26
日
か
ら
施
行
す
る
。
 

    別
表
第
１
 
 
常
勤
役
員
及
び
常
勤
執
行
委
員
の
報
酬
額
（
年
俸
）
 

 

 
 
報
 
酬
（
年
俸
）
 

専
 
務
 
理
 
事
 

１
２
，
０
０
０
，
０
０
０
円
ま
で
の
範
囲
 

常
務

理
事

及
び
 

常
務

執
行

委
員
 

１
０
，
８
０
０
，
０
０
０
円
ま
で
の
範
囲
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別
表
第
２
 
 
有
識
者
役
員
の
報
酬
額
 

  
理
事
会
出
席
等
、
必
要
の
都
度
、
謝
金
と
し
て
一
人
一
律
２
０
，
０
０
０
円
 

 
監
事
に
よ
る
監
査
業
務
に
つ
い
て
は
一
時
間
あ
た
り
１
５
，
０
０
０
円
 

 

   別
表
第
２
 
 
有
識
者
役
員
の
報
酬
額
 

  
理
事
会
出
席
等
、
必
要
の
都
度
、
謝
金
と
し
て
一
人
一
律
２
０
，
０
０
０
円
 

 
監
事
に
よ
る
監
査
業
務
に
つ
い
て
は
一
時
間
あ
た
り
１
５
，
０
０
０
円
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公益社団法人 全国ビルメンテナンス協会 

役員等の退職金に関する規程 

（一部改正案） 
 

平成 15 年 6 月 26 日理事会決定 

平成 21 年７月 30 日総会決議 

平成 25 年 7 月 26 日改正 

2024 年 7月 24 日改正 

 

（目的） 

第1条 この規程は、公益社団法人全国ビルメンテナンス協会（以下「本会」という。）の常

勤役員及び常勤執行委員に対する退職金について定めることを目的とする。 

 

（支給対象） 

第2条 退職金は、常勤役員及び常勤執行委員が退職した場合に支給することができる。 

2 常勤役員が退職金の支給を受けないうちに死亡した場合には、その退職金は民法の規定

による当該役員の相続人に対し支給する。 

 

（退職金の額） 

第 3 条 退職金の額は、その者の退職時における年額報酬を 12 分の 1 に除し、在職年数及

び100分の5.9の割合を乗じて得た額とする 

2 前項にかかわらず、本会使用人を退職せず、使用人兼務役員として常勤役員となった場

合、使用人の範囲は、職員退職金規程第３条及び第４条に定める計算方法によって計算し、

また常勤役員の範囲は、本条1項に基づき計算して得た額とする。 

32 常勤役員が任期満了の日又はその翌日に再び同一の役職を命ぜられたときは、その者の

退職金の支給については引き続き在職したものとみなす。 

3 前項にかかわらず、「常勤役員及び常勤執行役員の在任年齢規程」第4条（特例措置）の

適用を受けて在職する者は、当該適用を受けた後の退職金の額は加算されないものとする。 

 

（在職期間の算出） 

第4条 在職期間は、就任の日から起算し、退職の日までとする。 

2 在職期間に1年未満の端数があるときは、1か月あたり12分の1を在職期間に加算する。

この場合、1か月未満の端数は切り上げる。 

 

（端数の処理） 
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第 5 条 退職金の額を算出するにあたり、支給額に 100 円未満の端数が生じたときは、100

円に切り上げるものとする。 

 

（特別功労金） 

第6条 在職中に特に功労のあった役員に対しては、第3条の規定により計算した退職金の

ほかに特別功労金を支給することができる。 

2 特別功労金の額は、その都度、理事会の承認を得て、会長が定めるものとする。 

 

（支給の時期） 

第7条 退職金は、総会の承認を得た後7日以内にその金額を支払う。 

 

（改廃） 

第8条 この規程の改廃は社員総会の決議を経て行う。 

 

（補則） 

第９条 この規程の実施に関し必要な事項は、別に定めるものとする。 

 

 

附則 

 この規程は平成21年７月30日から施行する。 

 

附則 

 この規程の改正は平成25年7月26日から施行する。 

 

 

附則 

 この規程の改正は2024年7月24日から施行する。 
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公益社団法人 全国ビルメンテナンス協会 

常勤役員及び常勤執行委員の在任年齢規程 

（一部改正案） 

 

平成 20 年７月 24 日理事会決定 

平成 23 年１月 19 日改正 

平成 25 年 6 月 28 日改正 

2024 年 7 月 24 日改正 

 

(目的) 

第１条 この規程は、公益社団法人全国ビルメンテナンス協会（以下「本会」という。）

の常勤役員及び常勤執行委員の在任年齢について定めることを目的とする。 

 

(常勤役員及び常勤執行委員の在任年齢) 

第２条 常勤役員及び常勤執行委員の在任年齢は、原則として６５才までとする。 

 

(退任日) 

第３条 常勤役員及び常勤執行委員の任期中に前条に定める年齢に達したときは、任期満

了をもって在任年齢到達日とする。 

 

(特例措置) 

第４条 第２条にかかわらず、当該役員・執行委員の知識及び経験が本会の運営上特に必

要がある場合には、理事会の承認を得て７０才まで在任年齢を延長することができる。 

 

附 則 

１.この規程は平成２０年７月１日から施行する。 

２.この規程の施行の際、現に役員であって、第２条に規程する年齢に達している者の退任

日は、現任期の満了の日とする。 

３.この規程の改正は平成２３年６月１日から施行する。 

 

附 則 

 この規程の改正は平成 25 年 7 月 26 日から施行する。 

 

附 則 

 この規程の改正は 2024 年 7 月 24 日から施行する。 

－74－



－75－



－76－



－77－



－78－



－79－



－80－



－81－



－82－



－83－



－84－



－85－



－86－



－87－



－88－



－89－



－90－



－91－



－92－



－93－



－94－



－95－



－96－



－97－



－98－



－99－



－100－



－101－



－102－



－103－



－104－



 



 

                          
 
 

2024 年 定時総会  

議  案  
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宮城県仙台市青葉区中央 1-1−1 

ホテルメトロポリタン仙台 4階千代西南 
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